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日 時：2006 年 3 月 10 日（金） 
場 所：生田社研会議室 
 
 本研究会は「中国社会研究プロジェクト」の一環として行なわれた。中村氏の報告は以
下のとおりである。 
１．はじめに：中国社会概要、基本的なしくみ、「単位」社会とその崩壊 
２．中国的「労使」関係：『労働関係』、「党－工－使」の労使関係、工会とは 
３．日系企業はどう見られているのか、欧米系企業との差異 
４．むすびにかえて：今後のゆくえ 
 中村氏によれば、従来は国家と個人を結ぶ中間集団として「単位」が一元的に存在して
いたが、経済発展の過程で、国家と個人を結ぶ媒介として、市場においては国有企業以外
の多様な企業組織が、政治においては党（一党）が存在するが、社会においては中間的な
社会集団が存在しないという。また、まだまだ法治ならぬ人治が存在するという。 
 ところで企業における労使関係において中国独自の「工会」が存在するが、これは一般
的な意味での労働組合と同じものではなく、一方で労働者権益の保護を役割とするが、他
方では、企業利益拡大のための経営側にも属するとも言えるし、また党の方針の教育の場
でもあるという多面性を持っている。今後、労働争議の増加とともにこの工会がどのよう
な役割を果たすようになるのか、注目すべきところだと中村氏は言う。 
 報告の後半では日系企業を上海のホワイトカラーは欧米企業と比べてどう見ているの
か、アンケート調査に基づいた特徴が報告された。ホワイトカラーの企業イメージは、圧
倒的に欧米企業に対して良いイメージを持っており、日系企業に対する良いイメージとし
ては「雇用の安定性」についてであった。 
 中村氏の報告に対して、①日本の労働組合も、いわゆる「御用組合」が多いのではない
か、その点で、日本との比較が必要であるという意見、②「人治」あるいは地域における
人的ネットワークがものごとを決定する重要な要素であるというが、それはどういう形で
論証できるのか、またそうした人的関係は残っているところを重視するのか、それとも今
後は解体していく可能性を重視するのか、という質問が出た。 
 いずれも即座に解明できる問題ではなく、今後の問題意識として共有することとした。 
（記：専修大学経済学部・村上俊介） 
